
【著】小濱道博
【仕様】A5判　280頁
【定価】3,630 円
　　　（本体 3,300 円＋税10％）

介護経営のプロ“小濱道博”氏による「運営指導シリーズ」に
待望の令和6年度報酬改定対応版が登場！
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令和 6年度介護報酬改定対応

今さら聞けないお悩みをすぐに解決！この１冊で運営指導も怖くない！

運営指導の
通知が来て
しまった…

この加算の要件、
満たしているはずだけど
念のため確認したい

ポイントを絞った内容構成！
運営基準違反・報酬返還とならないために、「これだけ
はおさえておきたい」ところにフォーカスした解説なので
忙しい管理者でもすきま時間に読める！

❶

図解で視覚的に理解できる！
複雑で分かりづらい人員・利用者のカウントや、「常勤」、
「兼務」等の考え方について文章だけでなくイラストでも掲載！

❷

運営指導直前の確認に！
各要件をチェックボックス付きで確認可能！
さらに間違えがちなポイントや注意点を掲載しているので
漏れなく準備できる！
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本書のおすすめポイント
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2 介護老人保健施設　人員・設備基準　

1312

（1）人員基準

〈チェック事項〉

11  従業者の員数

【標準確認項目】
□□  入所（入居）者に対し、職員数は適切であるか
□□  必要な専門職が配置されているか
□□  必要な資格を有しているか

【標準確認文書】
□□  従業者の勤務体制及び勤務実績がわかるもの（例：勤務体制一覧表、勤務実績表）

□□  従業者の勤怠状況がわかるもの（例：タイムカード、勤怠管理システム）

□□  資格要件に合致していることがわかるもの（例：資格証の写し）

管理者 生活相談員 機能訓練士 看護職員 介護職員 管理栄養士

管理者 生活相談員 機能訓練士 看護職員 介護職員 管理栄養士管理者 生活相談員 機能訓練士 看護職員 介護職員 管理栄養士

管理者 生活相談員 機能訓練士 看護職員 介護職員 管理栄養士

人員基準を満たすのはこんな配置！

医師
1人＋α

薬剤師
1人

理学療法士、
作業療法士、

又は言語聴覚士
1人

支援相談員
1人

栄養士
又は管理栄養士

1人

介護支援専門員
1人

介護職員・看護職員
入所者数３人に対して１人管理者 生活相談員 機能訓練士 看護職員 介護職員 管理栄養士

1人は
常勤・専従！

1人は常勤！

介護職員：看護職員の
割合は５：２！

22  人員基準

①医師
□□  常勤換算方法で入所者数を 100 で割った数以上配置しているか
②薬剤師
□□  入所者数を 300 で割った数以上を配置しているか
③介護職員・看護職員
□□  介護職員・看護職員の総数は常勤換算方法で入所者数 3人に対して 1人以

上配置しているか
□□  看護職員は看護・介護職員の総数の 7分の 2程度であるか
□□  介護職員は看護・介護職員の総数の 7分の 5程度であるか
□□  看護・介護職員は、当該介護老人保健施設の職務に専従する常勤職員か
□□  医療・福祉関係の資格がない職員に認知症介護基礎研修を受講させているか
④支援相談員
□□  入所者数 100人に対して 1人以上配置しているか
⑤理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士
□□  常勤換算方法で入所者数を 100 で割った数以上配置しているか
⑥栄養士又は管理栄養士
□□  入所定員 100以上の施設では常勤の者を 1人以上配置しているか
⑦介護支援専門員
□□  1人以上配置しているか

◦常勤換算方法で、入所者の数を 100 で除して得た数以上配置します。基本型
介護老人保健施設は、常勤の医師を１人以上配置します。

◦病院又は診療所と併設されていない介護老人保健施設は、常勤の医師を１人以
上配置する必要があります。

◦病院又は診療所に併設されている介護老人保健施設（医療機関併設型小規模介

①医師

22  人員基準

介護老人保健施設　人員・設備基準2
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3 共　通

211

第 2 章　介護報酬の算定要件

210

参考　認知症高齢者の日常生活自立度判定基準

  出典：�「認知症高齢者の日常生活自立度判定基準」の活用について（平成５年10月 26日老健第135号）厚生省老人保健福祉局長通知�

ランク 判定基準 見られる症状・行動の例
Ⅰ

何らかの認知症を有するが日常生活は家庭内及び社会的にほぼ自立している。 

Ⅱ
日常生活に支障を来すような症状・行動や意思疎通の困難さが多少見られても、誰かが注意していれば自立できる。

Ⅱ a 家庭外で上記Ⅱの状態が見られる。
たびたび道に迷うとか、買物や事務、金銭管理などそれまでできたことにミスが目立つ等

Ⅱ b 家庭内でも上記Ⅱの状態が見られる。
服薬管理ができない、電話の応対や訪問者との応対など一人で留守番ができない等

Ⅲ
日常生活に支障を来すような症状・行動や意思疎通の困難さが時々見られ、介護を必要とする。

Ⅲ a 日中を中心として上記Ⅲの状態が見られる。

着替え、食事、排便・排尿が上手にできない・時間がかかる
やたらに物を口に入れる、物を拾い集める、徘徊、失禁、大声・奇声を上げる、火の不始末、不潔行為、性的異常行為等 

Ⅲ b 夜間を中心として上記Ⅲの状態が見られる。 ランクⅢ a に同じ 

Ⅳ
日常生活に支障を来すような症状・行動や意思疎通の困難さが頻繁に見られ、常に介護を必要とする。 

ランクⅢに同じ 

Ｍ
著しい精神症状や周辺症状あるいは重篤な身体疾患が見られ、専門医療を必要とする。

せん妄、妄想、興奮、自傷・他害等の精神症状や精神症状に起因する問題行動が継続する状態等 

（19）認知症チームケア推進加算
　日頃から認知症の入所者等に対して適切な介護を提供することにより、認知症の行動・心理症状（BPSD）の予防及び出現時の早期対応に資するチームケアを実施していることを評価する加算です。
　〇認知症チームケア推進加算（Ⅰ）　　1 ケ月につき 150 単位を加算　〇認知症チームケア推進加算（Ⅱ）　　1 ケ月につき 120 単位を加算

11  認知症チームケア推進加算（Ⅰ）
□□   入所者のうち、日常生活自立度のランクⅡ、Ⅲ、Ⅳ又はＭに該当する入所者（対象者）の割合が２分の１以上であるか□□   「認知症介護指導者養成研修」を修了し、かつ、認知症チームケア推進研修を修了した者を１名以上配置し、かつ、複数人の介護職員から成るBPSD に対応するチームを組んでいるか

□□   対象者に対し、個別に BPSD の評価を計画的に行い、その評価に基づく値を測定し、BPSD の予防等に資するチームケアを実施しているか□□   BPSD の予防等に資する認知症ケアについて、カンファレンスの開催、計画の作成、BPSD の有無及び程度についての定期的な評価、ケアの振り返り、計画の見直し等を行っているか
□□   認知症専門ケア加算及び認知症チームケア推進加算（Ⅱ）を算定していないか

〈チェック事項〉

◦入所者のうち、日常生活自立度のランクⅡ、Ⅲ、Ⅳ又はＭに該当する入所者（対象者）の割合は、届出月の前３ケ月の各月末時点の入所者等数の平均で算定します。
◦本加算対象である入所者に対して、加算対象となるサービスを直接提供する複数人の介護職員によってチームを編成します。なお、職種については介護福祉

11   認知症チームケア推進加算（Ⅰ）
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運営指導特老6（017707）
2024.9　NA

●定価：3,630円（本体3,300円＋税10％）［コード017707］
申込部数　　　部

令和６年度介護報酬改定対応 運営指導はこれでＯＫ！
おさえておきたい算定要件【特養・老健編】

また、お買い上げ合計金額5，000円（税込）未満のご注文については、国内配送料550円（税込）にてお届けいたします。

※現在、弊社とお取引のないお客様につきましては、
　代金引換にてお支払いをお願い申し上げます。

勤務先
自宅

会社・
事務所
個人（私用）

請求先 （公用）事業所名

第一法規ストア

はじめに● 今後の介護事業経営における加算算定
の重要性 

運営指導の「リスク」は何か 
コラム●令和６年度介護報酬改定の総括（施設） 

第 1章 　 　人員・設備・運営基準 　　　　　－指定取消しにならないために－

１ 介護老人福祉施設　人員・設備・運営基準 
　（1）人員基準
　（2）設備基準
　（3）運営基準

２ 介護老人保健施設　人員・設備基準
　（1）人員基準
　（2）設備基準

3 運営基準（共通）
　　●解説　 感染症の予防及びまん延の防止のた

めの措置
　　●解説　高齢者の虐待の発生等を防止する措置
　　●解説　常勤と非常勤、専従と兼務
　　●解説　常勤換算方法

　　●解説　 介護老人福祉施設・介護老人保健施
設の基準

第 2章　　介護報酬の算定要件　　　　　－報酬返還にならないために－

１ 介護老人福祉施設 
　（1）介護福祉施設サービス費
　（2）夜勤職員の勤務条件を満たさない場合
　（3）定員超過利用減算
　（4）人員基準欠如減算
　（5）ユニットケア体制未整備減算
　（6）日常生活継続支援加算
　（7）看護体制加算
　（8）準ユニットケア加算
　（9）生活機能向上連携加算
 （10）個別機能訓練加算

 （11）ADL 維持等加算
 （12）常勤専従医師配置加算
　　●解説　LIFE への情報の提出頻度
　　●参考　Barthel Index（バーセルインデックス）
　　●解説　調整済ADL 利得の平均
 （13）精神科医師定期的療養指導加算
 （14）障害者生活支援体制加算
 （15）退所前訪問相談援助加算
 （16）退所後訪問相談援助加算
 （17）退所時相談援助加算
 （18）退所前連携加算
 （19）特別通院送迎加算
 （20）配置医師緊急時対応加算
 （21）看取り介護加算
 （22）在宅・入所相互利用加算

２ 介護老人保健施設 
 （1）介護保健施設サービス費
　　●解説　在宅復帰・在宅療養支援等指標
　　●解説　前３ケ月の考え方
　（2）夜勤職員の勤務条件を満たさない場合
　（3）定員超過利用減算
　（4）人員基準欠如減算
　（5）ユニットケア体制未整備減算
　（6）室料相当額控除
　（7）短期集中リハビリテーション実施加算
　（8）認知症短期集中リハビリテーション実施加算
　（9）認知症ケア加算
 （10）在宅復帰・在宅療養支援機能加算
 （11）ターミナルケア加算
 （12）療養体制維持特別加算
 （13）入所前後訪問指導加算
 （14）試行的退所時指導加算
 （15）入退所前連携加算
 （16）訪問看護指示加算
 （17）かかりつけ医連携薬剤調整加算
 （18）緊急時施設療養費
　　●解説　特定治療で算定できない治療
 （19）所定疾患施設療養費
 （20）リハビリテーションマネジメント計画書情報加算

３ 共　通 
　（1）身体拘束廃止未実施減算
　（2）高齢者虐待防止措置未実施減算

も く じ 　（3）業務継続計画未策定減算
　（4）安全管理体制未実施減算
　（5）栄養ケア・マネジメント未実施減算
　（6）初期加算
　（7）夜勤職員配置加算
　（8）若年性認知症入所者受入加算
　（9）外泊時費用
 （10）外泊時在宅サービス利用費用／
　　　外泊時費用（在宅サービスを利用する場合）
 （11）退所時情報提供加算
 （12）協力医療機関連携加算
 （13）栄養マネジメント強化加算
 （14）経口移行加算
 （15）経口維持加算
 （16）口腔衛生管理加算
 （17）療養食加算
 （18）認知症専門ケア加算
　　●参考　 認知症高齢者の日常生活自立度判定基準
 （19）認知症チームケア推進加算
 （20）認知症行動・心理症状緊急対応加算
 （21）褥瘡マネジメント加算
 （22）排せつ支援加算
 （23）自立支援促進加算
 （24）科学的介護推進体制加算
 （25）安全対策体制加算
 （26）高齢者施設等感染対策向上加算
 （27）新興感染症等施設療養費
 （28）生産性向上推進体制加算
 （29）サービス提供体制強化加算
 （30）退所時栄養情報連携加算
 （31）再入所時栄養連携加算
 （32）在宅復帰支援機能加算
 （33）介護職員等処遇改善加算
　　●解説　令和6・7年度のベースアップについて
　　●解説　介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）
　　●解説　キャリアパス要件
　　●解説　職場環境等要件

第３章　その他の請求・処分事例

その他の日常生活費 
介護保険施設における行政処分の実例


